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コンテンツ
No.

コンテンツ

1 中表紙

2 誘導目次

３ 目次

4 総説

5 総説１ ガイドライン改訂の背景・目的

6 総説２ 用語の解説

７ 総説３ 基本的な視点 災害時の対応は飼い主による「自助」が基本

８ 支援活動の対象となるペットの考え方

９ 自治体が行う災害時のペット対策の意義 

10 災害の種類や状況等に応じた対策の必要性

11 ・災害の種類・季節

12 ・島嶼

13 多様な主体の連携と協働

14 広域支援の考え方

15 総説４ 災害時のペット対策に係る法制度等の整備状況 

16 法体系／防災基本計画でのペットの扱い

17 総説５ 平常時と災害時におけるそれぞれの役割

18 1. 国の役割

19 2. 自治体の役割

20 （１） 都道府県、政令市、中核市

21 （２） 市区町村

22 3. 獣医師会の役割

23 （１）日本獣医師会

24 （２）地方獣医師会

25 4. 民間団体・民間企業等の役割

コンテンツ
No.

コンテンツ

26 （1）民間団体

27 コラム：愛玩動物看護師の役割

28 （2）民間企業等

29 （3）ペット災害支援協議会

30 5. 現地動物対策本部等の役割

31 6. 飼い主の役割

32 本編 扉

33 時系列でみるペット災害対応と各主体の動き

34 本編1-1 ■動物愛護部局で行う対応

35 １．平常時

36 （１） 人とペットの災害対策に関する飼い主等への普及啓発

37 （２） ペットの災害対策に関する連携体制の整備

38 １）災害時協定

39 ２）現地動物対策本部等の体制

40 ３）ペット災害支援協議会との連携

41 ４）人材育成

42 （３） 必要な物資の備蓄・更新

43 （４） 支援金の募集方法の検討

44 （５） 災害時の放浪動物の取扱いの検討

45 （６） 飼い主のいる動物の取扱いの検討

46 ２．災害発生時の初期対応（発災当日～翌日）

47 （１）  現地動物対策本部等の設置の検討

48 （２）  飼い主（ペット飼養者）への支援

49 （３）  情報収集・体制の確立

50 ３．災害時のペット対策（2日目以降の緊急対応）
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「人とペットの災害対策ガイドライン」改訂版 台割案（２/４）

コンテンツ
No.

コンテンツ

51 （１）  関係団体等との連絡調整及び支援の要請

52 （２）  受援体制の整備

53 （３）  ペットに関する情報窓口の設置と一元化

54 （４）  負傷動物や放浪動物等の保護が必要な動物への対応

55 （５）  放浪ペットへの対応

56 ４．避難生活での飼い主支援

57 （１）  物資の支援

58 （２）  飼い主の飼養環境整備のための支援

59 （３）  動物由来感染症の予防の措置（SFTS入れる）

60 （４）  一時預かり体制の整備・対応

61 （５）  ボランティアの要請と受入れ

62 （６）  応急仮設住宅での飼い主支援

63 １）応急仮設住宅におけるペットとの同居

64
２）応急仮設住宅の設置・管理者との連携によるペットの飼養方法

の決定

65 ３）ペットの適正飼養の指導

66 本編1-2 ■自治体で行う避難所対応

67 １.平常時

68 （１）人とペットの災害対策に関する避難所運営者との調整

69 コラム スターターキットについて

70 （２）ペットの災害対策に関する連携対策の整備

71 １）自治体内での連携

72 ２）他自治体との連携

73 ３）民間企業・団体との連携

74 （３）情報の収集及び共有方法の検討

75
（４）応急仮設住宅でのペットのペットの受入れに関する市区
町村との調整

コンテンツ
No.

コンテンツ

76 ２．災害発生時の初期対応

77 （１）避難者対応（避難の呼びかけ・誘導）

78 避難所での受入れ

79 （２）避難状況の把握・情報収集

80 事例

81 （３）飼い主（ペット飼養者）への支援

82 ３．災害時のペット対策 （2日目以降の緊急対応）

83 （１）他部局・自治体との連絡調整及び情報共有の要請

84 （２）受援体制の整備

85 ４．災害時のペット対策（長期にわたる避難への対応）

86 ペットの適正飼養の指導

87 （１）一時預かり、分散避難等さまざまな避難形態との併用

88 （２）長期避難への備え（避難所の統廃合、デイケア等）

89 （３）夏場や冬場での対応と必要な備え

90 事例

91 ５．避難生活での飼い主支援

92 （１） 避難所での飼養環境のあり方とリスク

93 ※避難所での飼養スペースの作り方

94 屋外、軒先、学校、体育館・公民館等のパターン

95 （一般的な飼養スペースの図解）

96
※夏場対応、冬場対応、水害対応などの飼養スペースの工夫なども入
れる

97 コラム 同室避難希望への対応

98 コラム アレルギー対応

99 （２） 飼い主の飼養環境整備のための支援

100 物資支援と平時からの備蓄
2

資料2-3



「人とペットの災害対策ガイドライン」改訂版 台割案（３/４）

コンテンツ
No.

コンテンツ

101 （３） 応急仮設住宅での同伴入居

102 １） 応急仮設住宅等におけるペットの受入れ調整

103 ２） 必要な支援の調整

104 入居前の指導／みなし仮設での対応

105 事例

106 ６．ペットの災害対策活動の終息の考え方

107 本編1-3 ■一般飼い主への啓発

108 １．平常時の備え

109 （１） 防災対策

110 （２）  ペットのしつけと健康管理（ケージ慣れなど追記）

111 （３）  ペットの所有者明示（マイクロチップ等による所有者明示）

112 （４）  ペット用の避難用品や備蓄品の確保

113 （５）  情報収集と避難訓練

114 （６）  自分に合った避難行動を把握(分散避難関係）

115 （７）在宅避難

116 （８）  家族や地域住民との連携

117 （９）  ペットの一時預け先の確保

118 ２．災害発生時の行動

119 （１）  飼い主の安全確保・状況確認

120 （２）  避難の判断

121 （３）  ペットとの同行避難の形

122 （４）  避難中のペットの飼養環境

123 （コラム；同室避難の難しさ）

124
（５）  避難所や応急仮設住宅でのペットの飼育マナーの遵守と健康
管理

125 本編1-4 ■民間団体・企業等が行うペットの災害対応

コンテンツ
No.

149コンテンツ

126 1. 獣医師会の担う役割

127 （１）日本獣医師会の役割

128 （２）地方獣医師会の役割

129 （３）ペット災害支援協議会について

130 ２. 企業・ボランティア団体の災害支援

131 （１）民間企業の災害対応事例

132 コラム：愛玩動物看護師の役割

133 （２）ボランティア団体の災害対応事例

134 本編1-5 ■各主体の連携について

135 １．防災部局と動物関係部局との連携

136 ２．動物関係部局と福祉部局との連携

137 ３．動物関係部局と住宅関係部局との連携

138 ４．都道府県と市町村との連携

139 ５．自治体と民間企業・団体との連携

140 本編1-6 ■事例集（表組+解説）

141 本編1-7 ■資料集

142 資料 1 災害時における被災ペット支援活動に関する協定書の例 資料 

143 資料 2 災害時動物対策本部設置要綱の例 資料 

144 資料 3 同行避難動物登録票の例 資料 

145 資料 4 同行避難動物管理台帳の例 資料 

146 資料 5 相談受付票の例 資料 

147 資料 6 行方不明動物受付票の例 資料 

148 資料 7 一時預かり依頼書の例 資料 

149 資料 8 同意書の例 資料 

150 資料 9 一時預かり契約書の例 資料 

3

資料2-3



「人とペットの災害対策ガイドライン」改訂版 台割案（４/４）

コンテンツ
No.

コンテンツ

151 資料 10 誓約書 ( 返還 ) の例 資料 

152 資料 11 所有権放棄届の例 資料 

153 資料 12 誓約書 ( 譲渡 ) の例 資料 

154 資料 13 収容動物管理票の例 資料 

155 資料 14 業務日誌の例 資料 

156 資料 15 外来者名簿の例 資料 

157 資料 16 マスコミ取材簿の例 資料 

158 資料 17 診療記録簿の例 資料

159 資料 18 動物移動記録簿の例 資料 

160 資料 19 薬剤機材注文表の例 資料 

161 資料 20 ボランティア登録用紙の例 資料 

162 資料 21 誓約書 ( ボランティア ) の例 資料 

163 資料 22 誓約書 ( 一時預かりボランティア ) の例 資料 

164 資料 23 雇用契約書の例 資料 -27

165 資料 24 応急仮設住宅でのペットの受入れ要請文 ( 通知文 ) の例 資料 

166 資料 25  避難所の情報確認シート例
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